
茨城県子ども食堂応援事業 令和7年度第 1回運営会議 
 

次 第 
 

日 時 令和 7 年 5 月 16 日（金）午後 1 時半～3 時半  

会 場 
子ども食堂サポートセンターいばらき前共有スペース 
（茨城県水戸市大工町 1-2-3 トモスみとビル 4 階 みとしんビジネスセンター C-1） 
※ ウェブ会議システム「Zoom」を通じた出席可能。 

内 容 

議事
番号 

事項 議 事 
ページ
番号 

  開会の挨拶 2 

 
報告 

各委員の近況報告 3 

1 昨年度の事業報告 
4～7 

2 

協議 

今年度の事業計画の共有と進め方の協議 

3 
社会福祉協議会対象の「子ども食堂との連携・支援情報交換会」 
開催案の協議 

8 

4 『子ども食堂 設立・運営のコツ』改訂に向けた協議 9～20 

5 【参考】茨城 NPO センター・コモンズ独自の事業計画案の共有 21～34 

6 子どもの貧困対策に関する協議 35～49 

7  その他  

資 料 

整理
番号 

資料名 
ページ
番号 

1 茨城県子ども食堂応援事業運営会議 要項 2 

2 茨城県子ども食堂応援事業運営会議 運営委員名簿 3 

3 令和 6 年度事業報告及び令和 7 年度事業計画 4～7 

4 社会福祉協議会対象の「子ども食堂との連携・支援情報交換会」進行案 8 

5 子ども食堂 設立・運営のコツ 9～20 

6 
【参考】茨城 NPO センター・コモンズによる子ども食堂支援関連の 2025
年度事業計画（案） 

21～23 

7 【参考】2024 年度いばらき子ども食堂応援助成の募集要項 24～27 

8 【参考】2025 年度いばらき子ども食堂応援助成の計画 28 

9 【参考】2024 年度子ども食堂公開ワークショップ 開催レポート（案） 29～34 

11 国の子どもの貧困対策（こども家庭庁「令和 6 年版こども白書」抜粋） 35～45 

12 茨城県の子どもの貧困対策（「茨城県こども計画」抜粋） 46～49 

 

1/49



茨城県子ども食堂応援事業運営会議要項 

 

 

（設置） 

第1条 子ども食堂に関する総合相談、人材育成、地域ネットワークの強化等を行う窓口を設置し、子ど

も食堂の立ち上げや活動の継続を支援することで、地域で子どもを支え、見守る仕組みの創設、貧困

にある子どもの食事、居場所の確保を図ることを目的とする「茨城県子ども食堂応援事業」（以下、本

事業）を運営するにあたり、運営会議を設置する。 

 

（所掌事務） 

第2条 運営会議は、本事業の運営に必要な次に掲げる事項に取り組む。 

(1) 本事業の進捗状況の把握 

(2) 各地域の子ども食堂の運営課題の協議 

(3) 本事業の企画、実施のサポート、評価、改善提案  など 

 

（組織） 

第3条 運営会議は、別紙に掲げる運営委員を持って構成する。 

 

（運営） 

第4条 運営会議は、事務局が必要に応じ招集する。 

2 必要に応じて、運営委員以外の有識者などに対し、運営会議への出席を求めることができる。 

 

（事務局） 

第5条 運営会議の事務局は、子ども食堂サポートセンターいばらきを運営する特定非営利活動法人   

茨城NPOセンター・コモンズとする。 

 

（その他） 

第6条 上記の定めのない事項で、運営会議の運営に必要なものについては、運営会議の中で随時協議   

する。 

 

 

付 則  

 

この要項は、令和 2年 9月 8日から施行する。 
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令和７年度茨城県子ども食堂応援事業運営会議 運営委員名簿 

役割 団体名 部署名 役職名 
氏名 

（敬称略） 

運営

委員 

NPO 法人 ふれあい坂下   代表理事 川﨑 眞理子 

県央こども食堂ネット「おかえり」   共同代表 

古山 均 

医療福祉生活協同組合いばらき   理事長 

鹿嶋市食育クラブわかば  会長 日向寺 恵美 

筑西こども食堂 有りの実  会長 谷貝 順子 

つくば子ども支援ネット  広報担当 吉原 将行 

認定 NPO 法人 NGO 未来の子ど

もネットワーク 
 代表理事 笠井 広子 

事 

務 

局 

茨城県 
福祉部 子ども政策

局 青少年家庭課 

課長補佐 村田 是 

主任 菱木 脩平 

認定 NPO 法人 茨城 NPO センタ

ー・コモンズ 

子ども食堂サポート

センターいばらき 

常務理事・事務局長 大野 覚 

コーディネーター 伊東 輝実 

コーディネーター 植竹 智央 

コーディネーター 山下 学（※） 

 

※ 認定 NPO 法人全国こども食堂支援センター・むすびえとの人材交流プログラムの一環で参加。 
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茨城県子ども食堂応援事業 令和６年度事業報告及び令和７年度事業計画 

事業 

区分 

整理

番号 

事業の 

種類 

令和 6年度 令和 7年度 

実施内容 結果 
新規／拡

充／継続 
事業計画 時期 場所 

PDCA

管理 
① 

子ども

食堂応

援事業

運営会

議の開

催 

子ども食堂運営者、県と運営会議

を実施した。事業概要の説明や今

後の進め方を協議し、意見交換を

行った。その際、子どもの貧困対

策についても、意見交換を行っ

た。 

※事業期間における前期・後期の

2回開催した。 

回 協議内容 

継続 

回 協議内容 
令和 7

年 5 月

15 日

（金）午

後 1 時

半 ～ 3

時半 

サポセン

（ウェブ

会議シス

テムも活

用） 

1 

1. 昨年度の事業報告 

2. 今年度の事業計画の共有と進め方の協議 

3. 子ども食堂運営セミナーの内容の協議 

4. 子どもの貧困対策に関する協議 

1 

1. 昨年度の事業報告 

2. 今年度の事業計画の共有と進め方の協議 

3. 社会福祉協議会対象の「子ども食堂との連携・支援情報交換会」開催案の協議 

4. 『子ども食堂 設立・運営のコツ』改定に向けた協議 

5. 茨城NPOセンター・コモンズ独自の事業計画案の共有 

6. 子どもの貧困対策に関する協議 

2 
1. 今年度事業の実施報告 

2. 来年度に向けた提言 
2 

1. 事業進捗状況の共有及び評価 

2. 来年度に向けた提言 など 

令和 8

年 3月 

調査研

究 
② 

子ども

食堂等

に関す

る情報

の 収

集・発

信 

① 子ども食堂等の開催状況につ

いて情報収集し、ホームページ

等で実施場所、日時、食材・備

品・ボランティア等の募集の情

報発信を行った。 

 子ども食堂サポートセンターいばらきのHPを通じて情報発信した。 

＜ www.kodomo-ibaraki.net ＞ 

 茨城県内子ども食堂一覧を随時更新し、実施場所、開催日時等の情報発信を

行い、食材・備品・ボランティア等が子ども食堂に集まるよう促進した。 

継続 

 県内の地域ネットワーク団体や各子ども食堂から情報を収集したり、また月次のインター

ネット調査を継続することで、各子ども食堂の運営状況を把握し、また支援対象となる新

たな子ども食堂の情報を把握し、公開している子ども食堂一覧を随時更新することで、地

域の様々な支援が子ども食堂に集まる状況を継続します。 

 むすびえが毎年実施する「全国箇所数調査」や、年数回実施される「こども食堂の現状＆困

りごとアンケート調査」に協力し、その報告書を分析することで、本事業全体での子ども食

堂への支援の在り方を随時見直します。 

 むすびえなど全国組織が開催する行事や、毎月開催予定の都道府県単位の地域ネットワー

ク団体交流会に、今後も継続的、積極的に参加し、他地域との交流や全国的動向の把握に努

めます。 

随時 - 
② 先進的な取り組みをしている

子ども食堂を訪問する等、ヒア

リング調査等を実施し、取組事

例や支援制度情報の発信を行

った。 

 各地域の先進事例をヒアリングし、訪問レポートにまとめた。主催する各種

行事で事例紹介した。 

 茨城県内の子ども食堂が申請できる助成金情報を随時更新、ウェブサイトで

公開し、メーリングリストで月1回発信した。 

継続 

 他地域のモデルとなるような子ども食堂を取材し、ウェブサイトやブログ、SNS など公式

媒体を通じて発信し、拡散を呼び掛け、一般市民や企業などの活動参加につなげます。 

 むすびえが毎年実施する「全国箇所数調査」や、年数回実施される「こども食堂の現状＆困

りごとアンケート調査」に協力し、その報告書を独自分析することで、本事業全体での子ど

も食堂への支援の在り方を随時見直します。 

 むすびえなどの全国組織から当団体のような地域子ども食堂ネットワーク団体に対し、メ

ーリング・リストを通じて週数回発信される食品寄贈や助成金などの情報を、現在約 281

名が登録する県内子ども食堂関係者のメーリング・リストを通じて日々発信します。 

 メーリング・リスト登録者数がさらに増えるよう、いつでも登録できるフォームを維持す

るほか、本事業で行うセミナーなどで積極的に登録を呼びかけます。 

 サポセンのウェブサイト掲載情報の更新作業、またレイアウトの改善などにも努めます。 

 ボランティア（人）や食品（モノ）の募集情報の収集、発信だけではなく、県内外の様々な

助成機関などが公募している子ども食堂が申請可能な助成金（金）の情報を集約、データベ

ース化し、ウェブサイトやメーリング・リストなどを通じて毎月継続して発信し、助成金の

採択数向上につなげます。 

③ ①及び②の内容を含め、子ども

食堂に関する情報や本事業で

実施するイベント等について、

ホームページ上や SNS 等にお

いて定期的に発信するととも

に、プレスリリース等の積極的

な広報活動を行った。 

 ツイッター、フェイスブックなどで継続的に情報を発信した。 

＜ https://twitter.com/kodomo_ibaraki ＞ 

＜ www.facebook.com/kodomo.ibaraki ＞ 

継続 

 本事業で実施する様々な行事に関して、担当課との調整の上で県庁記者クラブに対しプレ

ス・リリースを都度発信するなど、報道機関を巻き込んだ情報発信を行い、参加者増に努め

ます。 

 より多くの市民が子ども食堂に関わることを働きかけるため、パンフレットや行事案内な

どの紙媒体を、図書館や公民館など県内公的施設に都度配布し、広報活動も継続して取り

組みます。 

担い手

の育成 
③ 

総合相

談窓口

の設置 

① 子ども食堂に係る相談窓口を

設置し、電話、対面等により支

援を行った。 

② 設置した相談窓口のホームペ

 相談窓口を設置し、169件の相談対応を行った。（電話88件、対面10件、eメ

ール50件、オンライン・フォーム19件、SNS2件） 

 相談窓口のホームページやSNSを随時更新した。 

＜ https://www.kodomo-ibaraki.net/ ＞ 

継続 

 平日午前 9時～午後 5時の予約制による対面相談の他、電話や eメールでも随時対応を行

います。必要に応じて、出張相談依頼にも対応します。ウェブ会議システムを活用した相談

方法も提示することで、遠方で相談しにくいというニーズにも柔軟に対応します。 

 図書館や公民館など県内各地の公的施設に送付するサポセンの事業案内の他、SNS などの

随時 

サポセン

（オンラ

イン会議

システム
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茨城県子ども食堂応援事業 令和６年度事業報告及び令和７年度事業計画 

事業 

区分 

整理

番号 

事業の 

種類 

令和 6年度 令和 7年度 

実施内容 結果 
新規／拡

充／継続 
事業計画 時期 場所 

ージを作成・管理・運営した。 

③ ホームページのレイアウトや

掲載内容等について、分かりや

すく、かつ利用しやすい環境を

整えた。 

＜ https://www.facebook.com/kodomo.ibaraki ＞ 

＜ https://twitter.com/kodomo_ibaraki ＞ 

定期的な発信を通じて、新規相談の掘り起こし、アウトリーチにもつなげます。 も活用） 

④ 

セミナ

ー等の

開催① 

子ども食堂の担い手を養成する開

設準備講座を 2 回開催した。会場

参加とオンライン参加を選択でき

る形式とした。開設に必要な行政

手続き、支援の基礎知識等に係る

研修を行った。 

子ども食堂スタートセミナー 

・場所  イーアスつくば2階ホールB 

・参加者 20名 

・内容 

県内子ども食堂の運営状況 

保健所への手続き 

課題を抱えた子どもや保護者への向き合い方 

活動事例紹介（竹園土曜ひろば（つくば市） 代表 毛利 正英氏） 

設立に向けた思考整理 など 

・開催告知 

開催案内発信及びウェブ広報 

継続 
 内容は昨年度と同様。 

 登壇者は未定。 

7月、12

月の週

末午後

1 時半

～3 時

半（休憩

10 分） 

石岡市、

または取

手市など

（ウェブ

会議シス

テムも活

用） 

子ども食堂スタートセミナー 

・場所  那珂市ふれあいセンターごだい 

・参加者 24名 

・内容（詳細開催案内参照） 

県内子ども食堂の運営状況 

保健所への手続き 

課題を抱えた子どもや保護者への向き合い方 

活動事例紹介（五台子ども食堂（那珂市） 代表 武田 美和氏） 

設立に向けた思考整理 など 

・開催告知 

開催案内発信及びウェブ広報 

セミナ

ーの開

催② 

子ども食堂運営者を対象とした研

修を、2回開催した。会場参加とオ

ンライン参加を選択できる形式と

した。運営会議等の場においてテ

ーマを検討し、実践的な内容とし

た。 

子ども食堂運営セミナー ～リスク対応を見直そう～ 

・場所 鹿嶋市役所3階301会議室 

・参加者 24名 

・内容 

①レクチャー：「食中毒を発生させないために再確認すべきこと」 

②ヒヤリハット事例の読み込みと感想共有 

③グループワーク①：「自分の子ども食堂で起きそうなリスク」 

④グループワーク②：「リスク対応」 

・情報提供者 茨城県潮来保健所 

・開催告知 

開催要項発信及びウェブ広報 

継続 

行事名 子ども食堂運営セミナー 

9 月、1

月の平

日午後

1 時半

～3 時

半（休憩

10 分） 

日立市な

ど（ウェ

ブ会議シ

ステムも

活用） 

目 的 
子ども食堂の持続可能な運営力、及び子どもの貧困など様々な支援ニーズにより

そう力を高めます。 

内 容 

運営会議、県との協議を踏まえ、以下のテーマを念頭に 2 回実施します。新設団

体も多いことから、過去に実施したテーマも含め、実施内容を検討します。 

 不登校の子どもや家族への支援 

 被虐待児の支援 

 資金調達の方法 

 ボランティア・コーディネーショ

ン 

 広報力向上 

  実践事例から学ぶ 

 必要な人や世帯に支援を届ける方法 

 食品衛生管理 

 食物アレルギー対応 

 ヒヤリハット事例、失敗談から学ぶ  

など 

子ども食堂運営セミナー ～ SNSを活用して、参加者と応援を集めよう～ 

・場所 つくば市役所コミュニティ棟1階会議室 

・参加者 31名 

・内容 

レクチャー、質疑応答 

グループワーク  

登壇者 子ども食堂実践者、サポセン職員など 

定 員 30 名（オンライン会議システムによる参加者含む） 

協 力 開催地の社会福祉協議会 
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茨城県子ども食堂応援事業 令和６年度事業報告及び令和７年度事業計画 

事業 

区分 

整理

番号 

事業の 

種類 

令和 6年度 令和 7年度 

実施内容 結果 
新規／拡

充／継続 
事業計画 時期 場所 

・講師  For Everyone Study 代表兼コーディネーター 植竹 智央 氏 

・開催告知 

開催要項発信及びウェブ広報 

ネット

ワーク

化促進 

⑥ 

子ども

食堂連

携協議

会の開

催 

子ども食堂に取り組む実践団体、

社協、県、市町村、食材提供関係機

関等との交流の場を設け、意見交

換を行った。 

いばらき子ども食堂交流会 

・場所 鹿嶋市役所3階301会議室 

・参加者 24名 

・内容 

以下のテーマに関して協議 

 人材の確保や教育 

 支援が必要な人へのアプローチ 

 対応が困難な子どもへの向き合い方 

 資金調達 

・開催告知 

開催要項発信及びウェブ広報 
継続 

全県の子ども食堂関係者が交流する機会を、上記運営セミナー第 2部として開催します。 

9 月、1

月の平

日午後

3 時半

～4 時

半 

行事名 いばらき子ども食堂交流会 

目 的 
 地域の枠を超えて、県内子ども食堂関係者が支え合う関係性を築くこと。 

 子ども食堂運営の参考となる情報を共有すること。 

いばらき子ども食堂交流会 

・場所 つくば市役所コミュニティ棟1階会議室 

・参加者 31名 

・内容 

鹿嶋会場と同様のテーマで協議 

・開催告知 

開催要項発信及びウェブ広報 

内 容 

運営セミナーの内容に関しての各団体の課題やコツの共有 など 

※ 会場参加者は会場参加者同士で小グループを、オンライン参加者はオンライン

参加同士でブレイクアウト・ルームで小グループを形成し、グループ編成を変

えながら交流します。 

進 行 サポセン職員 

対 象 運営セミナー参加者 

定 員 会場：30 名  オンライン参加：100 名 

活動資

源の仲

介 

⑦ 

食材提

供体制

等の構

築 

①企業・全農・商工団体等へ子ども

食堂に対する食材提供等、支援の

呼びかけを行った。 

 食品等寄贈に関する相談対応を57件行った。（対面3件、電話27件、eメール

15件、寄贈申請フォーム12件） 

 子ども食堂支援依頼を県と協議の上作成し、相談対応時などに配布した。 

 「2024筑波銀行ビジネス交流商談会」に参加し、参加団体に子ども食堂への

協力依頼を働きかけた。 

 複数の農業関連企業に対し、農作物寄贈を働きかけるよう依頼した。 

 サッカーチーム運営企業に対し、スポンサーとの連携を活かしたさらなる食

材寄贈などを依頼した。 

 関東農政局に対し、政府備蓄米の寄贈が促進されるよう、子ども食堂運営セ

ミナーでの案内を呼びかけた。 

 茨城県環境政策課主催の「いばらきフードロス削減推進事業者協議会」に委

員として出席し、子ども食堂などへの食品寄贈促進を通じた食品ロス削減を

提言した。 
継続 

 連携する県経営者協会など商工団体を通じて企業に、また全農いばらきや JA 茨城県中央

会、茨城県農業研究クラブ連絡協議会など農業関係団体を通じて農業生産者に対し、食材

提供やボランティアなどの支援の呼びかけを 10 回以上実施します。 

 様々な商談会に積極的に参加し、企業等が子ども食堂支援に関わるきっかけをつくります。 

随時 
県内各地

域 

②子ども食堂実施団体等との食材

提供の仲介・調整を行った。１件毎

に県と協議しながら、子ども食堂

への周知や寄贈団体決定を行っ

た。なお、寄贈を受けた食品等の配

分にあたっては、寄贈者の意向を

踏まえた公正なルールを設定しか

つ明示のうえ、行った。 

企業や団体からの食材・物品提供の申し出を子ども食堂へメーリングリスト

を通じて情報提供し、33件の寄贈調整を行った。（のべ575団体への寄贈） 

ウェブサイトに食品寄贈申込フォームを作成し、寄贈条件や希望を円滑に把

握できるようにした。また寄贈調整の過程・結果の尊重、食品の品質確保、個

人情報の管理、食品事故発生時の対応をまとめた「子ども食堂などに食品を寄

贈いただくにあたってのお願い」をウェブサイトに掲載し、寄贈者に寄贈前に

確認いただくこととした。 

 内容や進め方は前年度と同様。 

 円滑及び公平に寄贈仲介できるよう、県との協議のもと、配分原則を明文化、ウェブサイ

トにて公開し、食品寄贈仲介事業の信頼性を向上させます。 

 以下の寄贈仲介の流れや時間軸をウェブサイトで示します。 

 

1. ウェブサイトや SNS、チラシなどを通じ、食品寄贈を広く呼びかけます。 

2. ウェブサイトにある食品寄贈申込フォームに、食品寄贈を希望する人や団体者が寄贈条

件、希望などを入力します。 

3. 県、寄贈者との調整のもと、子ども食堂に対する食品寄贈案内及びオンラインの受贈申込

フォームをサポセンが作成します。（Google フォームを活用） 
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茨城県子ども食堂応援事業 令和６年度事業報告及び令和７年度事業計画 

 

事業 

区分 

整理

番号 

事業の 

種類 

令和 6年度 令和 7年度 

実施内容 結果 
新規／拡

充／継続 
事業計画 時期 場所 

4. 県による確認のもと、食品寄贈案内を約 220 名・団体が登録するメーリング・リストを

通じて子ども食堂に送付します。 

5. 指定された期限までに、食品受贈申込フォームに希望品種、数量、受取可能日時、連絡先

などを各子ども食堂が入力します。 

6. 県、寄贈者の確認のもと、サポセンが各子ども食堂への配分数量を調整、決定し、受贈決

定を子ども食堂に通知します。 

7. 各子ども食堂が、指定された日時や場所で食品を引き取ります。（寄贈者による配送の場

合もあり） 

8. 食品寄贈仲介の実績をサポセンがウェブサイトに公開し、信頼性の担保と、さらなる食品

寄贈仲介につなげます。 

⑧ 
提案事

業 

学生ボランティア、インターンの

掘り起こしと子ども食堂へのマッ

チングに取り組んだ。 

茨城大学に訪問し、授業で子ども食堂への活動参加を呼びかけ、学生の子ども

食堂への活動参加につなげた。 
継続 

市町村社協対象の「子ども食堂との連携・支援情報交換会」の開催 

（別紙参照） 
10 月 水戸市内 

政策提

言 
⑨ 

次年度

県実施

事業へ

の提案 

県の次年度実施事業について助

言・提案・情報提供等を行った。 

 県担当者と事業打合せを都度実施した。 

 子ども食堂や食品寄贈者などに対するeメールなどは、常に情報共有した。 

 情報提供（県内外の子ども食堂の事例など取り組みについて、電話等での問

い合わせに適宜回答した。） 

継続 

 毎月実施する県青少年家庭課との情報共有の機会、また各子ども食堂へのヒアリングや上

記ネットワーク会合、運営会議などで集めた意見を集約して、次年度以降に県内子ども食堂

が、質量ともにさらに発展するための事業提案を随時実施します。 

随時 県庁 
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社会福祉協議会対象の「子ども食堂との連携・支援情報交換会」

進行表（案）
子ども食堂サポートセンターいばらき

目　標

開催時期

開催方式

会　場

対　象

定　員

行

番号
分数 内容 進め方 担当

1 14:00 ～ 14:05 5 開催の挨拶
県青少年家

庭課

2 14:05 ～ 14:10 5 趣旨や進行の説明 進行表による説明 コモンズ

3 14:10 ～ 14:30 25
茨城県内の子ども食堂の概

況の共有
パワーポイント資料で説明 コモンズ

4 14:30 ～ 14:40 10

他の都道府県の社会福祉協

議会による子ども食堂支援

事例の報告

パワーポイント資料で説明 コモンズ

5 14:40 ～ 15:10 25

市町村社協による子ども食

堂との連携・支援事例の報

告

2つの社会

福祉協議会

6 15:10 ～ 15:15 5 個人ワーク

付箋紙やオンライン・フォー

ムに感想、意見、質問を記入

または入力

各自

7 15:15 ～ 15:35 20 質疑応答 上記をもとに全体で質疑応答
進行：コモ

ンズ

8 15:35 ～ 15:45 10 休憩 各自

9 15:45 ～ 15:50 5 グループワークの進行説明 コモンズ

10 15:50 ～ 15:55 5

個人ワーク：「自分の組織

が子ども食堂と連携した

り、支援できること」

テーマに沿って、付箋紙やオ

ンライン・フォームになるべ

く多く記入または入力

11 15:55 ～ 16:20 25 グループワーク
各グループで上記を共有して

協議

12 16:20 ～ 16:25 5
他のグループの協議結果共

有
他グループの模造紙を閲覧

13 16:25 ～ 16:30 5 閉会の挨拶 県社協

お約束

10月平日

子ども食堂とのさらなる連携や支援に関して、各社会福祉協議会が具体的なアイディアを持てているこ

と。

・ 積極的に発言しましょう。主役は参加者一人一人です。

・ 積極的に、他の参加者の意見に耳を傾けましょう。

進　行

時間帯

80名

県内社会福祉協議会職員

水戸市内

会場参加、またはウェブ会議システム「Zoom」を通じたオンライン参加のいずれかを選択できるハイ

ブリッド形式

8/49



9/49



10/49



11/49



12/49



13/49



14/49



15/49



16/49



17/49



18/49



19/49



20/49



 

 

 1 / 3 

茨城ＮＰＯセンター・コモンズによる子ども食堂支援関連の２０２５年度事業計画（案） 

事業名 子ども食堂などの設立・運営サポート 

新規／拡充

／継続 継続 事業形態 受託事業（委託元：茨城県青少年家庭課など） 

取り組む

地域の課

題や社会

的背景 

 物価高やトランプ関税の影響で経済情勢が悪化し、子どもやひとり親などを取り巻く課

題がさらに深刻となっています。 

 子ども食堂など食を通じた地域の居場所づくりの活動も 245 にまで増加しました。

（2025 年 4 月 10 日現在）活動内容も、さらに多様化しています。 

 新設団体も多く、組織が脆弱だったり、団体間での組織基盤の格差も目立ちます。資金

調達や会計などの運営サポートも必要です。 

 まだ団体数の地域偏在も目立ちます。水戸市は 26 も子ども食堂など食支援団体がある

一方、空白自治体もまだ複数見られます。 

 食品寄贈や寄付など、子ども食堂への支援を希望する市民や組織も少なくありません。

昨年度は 33 件、のべ 575 の子ども食堂に食品や物品の寄贈を仲介しました。 

 こども家庭庁の設置の他、「孤独・孤立対策の推進に関する法律」及び「困難な問題を抱

える女性への支援に関する法律」が 2024 年 4 月 1 日から施行され、子ども食堂のよう

な地域の居場所への政策的期待はさらに高まっています。 

事業内容 

項目 内 容 対 象 協力組織 

情 報 の

収集・発

信、政策

提言 

 子ども食堂の情報を随時収集し、県内子ども食堂一覧

を更新します。 

 助成金や組織運営ノウハウなど活動資源の情報を  

収集し、ウェブサイトに集約したり、メーリング・   

リストで発信します。 

 行政や議員、メディアに対し、子ども食堂の可能性と

課題を伝えます。 

子ども食堂 

 

助成機関 

県内各地

の社会福

祉 協 議

会、全国

の市民活

動支援組

織 

相 談 対

応 

 子ども食堂の設立や運営などに関する相談に対応し

ます。 

子ども食堂、行政、社協、

企業、組合組織、メディ

ア、教育機関など 

 

研修 

 子ども食堂開設希望者を対象とした研修、また既に 

運営している子ども食堂を対象とした運営改善の  

研修を開催します。 

 

子ども食堂の開設希望

者、子ども食堂運営者 

など 

県内各地

の社会福

祉協議会 
ネ ッ ト

ワ ー キ

ング 

 上記研修の前後で、子ども食堂や支援者などがお互い

につながるように、ワークショップなどを通じて対話

を促進します。 

 県内の社会福祉協議会が、子ども食堂などとさらに連

携したり、支援活動を行うよう、情報交換を行う機会

をつくります。 

資 源 仲

介 

 お金の寄付、食品や物品の寄贈仲介など、子ども食堂

の設立や運営に必要な活動資源を仲介し、地域の居場

所が持続可能となるにようにします。 

企業、農家、市民など 

 

大学生、大学、子ども食

堂 

県 内 の 

大学 
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茨城ＮＰＯセンター・コモンズによる子ども食堂支援関連の２０２５年度事業計画（案） 

会員の皆

さんへ 

県子ども食堂応援事業を受託して 7 年目となり、事業規模も年々拡大し、多くの実績と

ノウハウが生まれました。同事業以外にも多くのご寄付をいただいたり、講演依頼をいた

だいたりと関連業務が増加し、分野別中間支援組織としてのコモンズの存在感が高まって

いるとも言えます。また、上記以外にも、ある自治体のこどもの居場所づくり支援事業に

も事業申請予定です。 

各子ども食堂は、それぞれユニークな取り組みを行っています。食を通じた地域の居場

所づくり、支援活動にぜひ参画ください。食品、ボランティア、寄付の仲介も行います。

また、ぜひお気軽に各地域の子ども食堂に参加し、子どもたちとの交流を深めてください。 

 

事業名 いばらき子ども食堂応援募金及び助成事業 

新規／拡充

／継続 拡充 事業形態 自主事業 

取り組む

地域の課

題や社会

的背景 

 子ども食堂（会食またはテイクアウト）、フードパントリー、宅食など食を通じた支援   

活動、地域の居場所づくりは多様になっています。 

 食支援団体は収益性に乏しく、活動の持続可能性を高めるためには、運営ノウハウの共

有と継続的なファンドレイジング、ボランティア・コーディネーションが欠かせません。 

 増加し続ける子ども食堂などに対し、適切な伴走支援や食材寄贈仲介などを担う市町村

単位、または圏域の地域ネットワーク団体の拡充が求められています。 

事業内容 

項目 内 容 対 象 協力組織 

寄付募集 

認定 NPO 法人 全国こども食堂支援センター・むすびえから

出向する広報やファンドレイジングの専門家とともに、「いば

らき子ども食堂応援募金」の募金活動を拡充します。これま

での助成実績をよりわかりやすく可視化したり、寄付者の想

いをまとめることで、潜在的寄付者の寄付意欲を喚起します。 

企業、市

民、組合

組織など 

報道機関 

助成 

 集めたご寄付を原資に、助成申請の公募を行い、他団体の

モデルとなるような活動に助成を行います。 

 子ども食堂などの地域ネットワーク団体の活動がさらに拡

充するよう助成を行います。 

子ども食

堂など 

子ども食堂のネ

ットワーク組織 

ネットワ

ーキング 

 新たに助成対象となる団体、また前年度助成対象団体を集

めた交流会を開催し、お互いの知見や課題の共有を促進し

ます。 

 寄付者も招き、寄付がしっかり活かされたか、活かされよ

うとしているかを検証する機会ともします。 

 報道機関も招き、発信を行うことで、寄付がさらに集まる

循環を生み出します。 

助成対象

団体、寄

付者 

報道機関 

会員の皆

さんへ 

同募金を 5 年前に始めてから、累計で約 1,195 万円もご寄付が集まり（JA バンク茨城か

らの 200 万円を除く）、助成事業を随時行っています。拡大する共感の循環に、ぜひご参

加ください。 
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茨城ＮＰＯセンター・コモンズによる子ども食堂支援関連の２０２５年度事業計画（案） 

 

 

 

 

その他の事業 

 

事業名 
新規／拡

充／継続 
契約相手 対象 事業内容 

農林水産省フ

ードバンク活

動強化緊急対

策委託事業 

継続 
株式会社 マイファー

ム 

北関東のフードバ

ンク、子ども食堂、

食品ロス活用に関

心のある企業など 

北関東食品ロス活用情報交換会、専門家と

して全国のフードバンク等の運営相談対

応、研修講師や進行など 

人材交流プロ

ジェクト 
継続 

認定 NPO 法人 全国

こども食堂支援セン

ター・むすびえ 

尾﨑 

週 2 日程度尾﨑がむすびえに出向しつつ、

むすびえからも週 1 日人材を受け入れ、ノ

ウハウ共有を行いながら各事業を進める。 

お宝プロジェ

クト 
継続 

認定 NPO 法人 全国

こども食堂支援セン

ター・むすびえ 

全国の子ども食堂

の地域ネットワー

ク団体 

県内子ども食堂などの状況を把握しなが

ら、全国各地のネットワーク団体との交流 

JA バンク茨城

子ども食堂応

援助成 

継続 

茨城県信用農業協同

組合連合会（JA バン

ク） 

県内子ども食堂、

フードパントリー 

寄付つき商品である JA バンク「子ども食堂

応援定期貯金」預金額の一部を原資に助成。 

NPO マナビヤ 継続 
一般財団法人 茨城県

労働者福祉基金協会  
子ども食堂など 

ウェブサイトやSNSを通じた活動情報の発

信支援 

 

いばらき子ども食堂応援募金のウェ
ブページ 
＜ https://bit.ly/kodomobokin  ＞ 
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コース 活動継続助成 活動発展助成 
フ ー ド パ ン ト リ ー ・  
宅食応援助成 体験格差を埋める助成 

地域の

課題と

背景 

子ども食堂は茨城県内に
もだいぶ増えてきまし
た。確認されているだけ
で 208 箇所あります。
（2024 年 5 月末現在） 
一方、地域の居場所とし
て、地道にでも活動が  
持続可能になることが 
必要です。 

県 内 の 子 ど も 食 堂 な ど は  
設立わずか数年のところが
多くあります。地域の居場所
として、子ども食堂の数のみ
ならず、その質の拡充も求め
られます。 

ひとり親などを対象とした
食料配布会、食事を家庭に
配って見守る宅食などを 
行う団体も増えてきまし
た。一方、経済的に厳しい 
状況の市民を対象とする 
ため、活動を持続するには
外部資源を継続的に集める
ことが必要となります。 

格差社会がもたらす影響
により、世帯の所得によっ
て 子 ど も の 体 験 格 差 が  
生じています。経済的理由
によって、子どもが夢を 
諦めざるを得ず、自尊心を
失ったり、自信を得にくい
状況があります。 

目 的 

助成申請に不慣れな子ど
もの居場所が、自立した
活動を継続させること。
（申請書類が簡易） 

さらなる高みを目指して、 
子 ど も 食 堂 が 活 動 を 拡 充  
させること。 

フードパントリーや子ども
宅食の持続可能性を高め、
生活困難な茨城県民をサポ
ートすること。 

子どもの体験格差を少し
でも縮め、夢や希望を持つ
きっかけを生むこと。 

助成額 上限１０万円 上限２０万円 上限３０万円 上限３０万円 

対 

象 

活 

動 

子 ど も 食 堂 や 無 料 塾   
など、子どもの居場所に
よる継続的な取り組み。 
※ 会食型、テイクアウト

型など形式は問いま
せん。 

※ 生活困窮者自立支援
制 度 に 基 づ く 学 習  
支援事業以外の活動。 

※ ひとり親や生活困窮
の 世 帯 を サ ポ ー ト  
する活動がより望ま
しいですが、必須要件
ではありません。 

子ども食堂などによる活動
の拡充に向けた取り組み。 
（例） 
 開催頻度や開催場所を増や

す取り組み 
 ボランティアを増やすため

の活動説明会の開催や、  
広報物の作成・配布 

 ひきこもり者や障がいの 
ある方、一人暮らしの高齢
者などをボランティアとし
て受け入れる取り組み 

 ヤングケアラー、外国ルー
ツの子ども、虐待を受けた
親子、生活困窮や不登校の
子どもなどを受け入れる 
取り組みや働きかけ 

 新たな体験活動の実施（地
産地消、遠足、農業体験、
職業体験、無料塾など） 

 財源拡充のための営業活動 

フードパントリーや宅食 
など、食料支援を通じた見
守り活動や、その拡充の  
ための取り組み。 

子 ど も 食 堂 な ど に よ る  
以下のような取り組み。 
※ 子ども個人を支える 

ことに使う助成金です
が、助成対象はあくま
で子ども食堂など。 

（例） 
 サッカー好きな子ども

に、スパイクやユニフォ
ーム、クラブ入会金など
を渡し、サッカーができ
る状況をつくること 

 楽器を購入して、子ども
食堂を通じた演奏活動に
子どもが触れること 

 主に生活困窮世帯の子ど
もを連れて遠足に行く 
こと 

 服やバッグを購入して、
誰もが修学旅行に安心し
て行けるようにすること 

いばらき子ども食堂
応援助成 

 申請受付中 

24/49



総 額 300 万円 

助成元 認定 NPO 法人 茨城 NPO センター・コモンズ 

財 源 

茨城で子どもを支え、見守る仕組みの創設、継続を目的とした「いばらき子ども食堂応援募金」に    

賛同した多くの市民や団体からのご寄付 

【これまでにご寄付いただいた団体】（順不同） 

サントリービバレッジソリューション株式会社様、ダイドードリンコ株式会社様、株式会社常陽銀行様、シンコー    

フーズ株式会社様、第一観光開発株式会社様、株式会社筑波銀行様、ネッツトヨタ茨城株式会社様、水戸エナジー     

株式会社様、株式会社諸川農園様、有限会社やまの湯様、水戸 21 の会様、茨城県教職員組合様、大成女子高等学校 

地域デザインフィールド 3 年様、行方市二十歳のつどい実行委員会、水戸市新市民会館等施設建築物新築工事リーダ

ー会様、元茨城県知事竹内藤男顕彰会様、NPO 法人洋服ポストネットワーク協議会様 

対象 

地域 
茨城県内 

対象 

団体 

前記活動に取り組む市民活動団体、または半年以内に前記活動に取り組む予定の市民や団体など 

 法人格の種類や有無は問いません。母体が営利事業者であっても、自発的な市民グループとしての

活動と位置付ければ、助成対象となります。 

 団体所在地が茨城県外でも、活動場所が県内であれば申請可能です。 

 関連する活動など、団体としての活動実績は問いませんが、あるとより評価されます。 

 選挙に関わることや、宗教を主目的とする組織は対象としません。 

対象 

経費 

 人件費や管理費なども含め、対象経費に制限はありませんが、どのような経費にいくら助成財源を

充当させるか、経費の構成比なども含め、審査対象となります。 

 参加費など助成金以外の自主財源はなくても構いませんが、財源構成も含め、活動の持続可能性も

審査対象となります。 

助成以

外のサ

ポート 

ご希望により、茨城 NPO センター・コモンズによる組織運営の助言や、活動成果を高めるための    

サポートが受けられます。 

※ 専門的な相談内容の場合、相談料が発生する場合があります。 

予 定 

日 程 内 容 

2024 年 7 月 1 日（月）～9 月 1 日（日）必着 助成申請受付 

2024 年 9 月中～下旬 助成審査 

2024 年 9 月末 助成決定通知 

2024 年 10 月 助成金振込、交流会開催 

2024 年 10 月 1 日（火）～2025 年 6 月 15 日（日） 活動実施可能な期間 

活動終了 1 か月以内もしくは 2025 年 6 月 30 日（月）のいずれか早い日 報告書類提出 

選考 

方法 
茨城県内の子ども食堂などの運営事情に詳しい者などから構成される選考委員会にて審査。 
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選考 

基準 

① 助成趣旨に十分沿った活動か ★ 

② 地域課題の解決や価値創造に明確に結びつくか ★ 

③ 地域の居場所と出番の広がりを目指しているか ★ 

④ 市民の共感と参加を得やすいか ★ 

 

⑤ 他の組織のモデルとなるか 

⑥ 他団体とのつながりは十分か 

⑦ 活動の実現可能性は高いか 

⑧ 助成金の使途は適切か ★ 

活動継続助成は★の基準のみで簡易審査します。 

お支払

い方法 

ご指定の口座に、一括で振り込みます。（団体名義の口座を極力設けてください） 

※ 任意団体でも団体名義の口座開設は可能です。 

活 

動 

報 

告 

 ご負担にならない範囲で、活動実施状況を随時ご報告ください。 

 助成対象団体の事務的負担を考慮し、中間報告書の提出や中間報告会は開催しません。 

 A4 で 1、2 ページ程度の書式に、写真とともに簡単な活動報告及び決算報告をいただきます。何を   

行ったかではなく、どのような成果につながったかを重視します。 

 領収書コピーの送付などは不要です。団体で保管をお願いします。 

申 

 

請 

 

方 

 

法 

以下の書類を、申請窓口まで e メールまたは郵送。 

① 2 ページ程度の申請書（ウェブサイトより書式をダウンロード） 

※ 活動継続助成の申請書は１ページです。 

② 予算書（ウェブサイトより書式をダウンロード） 

③ 最新の事業報告書及び財務諸表等、もしくはそれらに該当する書類（もしあれば） 

④ その他参考資料（パンフレットや会報、新聞記事などがもしあれば） 

※ 代表印など押印不要。できるだけ e メールで申請してください。e メール申請の場合、書類受信

の確認メールを送信します。 

※ 一般的な助成事業と異なり、審査に加わらない事務局職員が、申請前の助言などを行うことが   

できます。できれば申請書完成前に申請書案を事務局にお送りください。一緒に良い活動企画を

練り上げましょう。 

※ 活動計画などをさらに検討する必要がある場合、申請書類の再修正をお願いすることがあります。 

寄付者

のメッ

セージ 

「子どもたちが平等に食事ができ、学べる環境がある社会になって欲しいです。直接お手伝いする  

ことは、今は難しいので寄付だけでもさせてください。」 

「インターネットの記事でこども食堂を利用する親子の記事をみて、2 児の親でもある自分に何かで

きることはないのかと考え、募金ができることを知りました。時間が許すなら実際に現場での活動も

とは思いますが現状難しいところもあり、僅かな金額ですが少しでもお役に立てればと思います。」 

「食べたい物が食べられない子どもたちのために使ってください。それもできるだけ身近な地域の 

子どもたちに。」 

「つくばみらい市在住の 30 代です。昨年も寄付させていただきましたが、こども食堂の活動にお役

立て頂ければ幸いです。」 

「私は茨城県出身で、現在は京都府京都市に住んでいます。僅かではありますが、茨城県内の子ども

食堂や学習支援に対して、継続的に応援させていただきます。今後、益々厳しい時代がやってきます

が、子どもたちは健康的にお腹いっぱいご飯を食べられるよう、どうか、茨城県内の子どもたちを   

守ってあげて下さい。」 
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コモン

ズとは 

1998 年に設立された、茨城のセーフティネットや市民活動の推進組織です。ひきこもりがちな市民

の居場所づくりや就労支援、生活困窮者の就労・家計相談対応、被災地域の復興支援、外国ルーツの

子どもの保育園運営や教育環境整備の他、市民団体の運営サポート、ネットワーキング、資金仲介な

どにも取り組んでいます。2017 年より茨城県内の子ども食堂など、食を通じた地域の多様な居場所

づくりの設立・運営のサポートを継続しています。 

その他 

 助成申請は 1 団体で 1 つのコースに限られます。 

 いただきます個人情報は、茨城 NPO センター・コモンズ「個人情報保護方針」に基づき、本事業

運営及び関連するご連絡のみに使用します。 

 助成対象活動で作成する広報物などには、本助成事業からの助成である旨、必ず記載してください。 

 申請した活動内容や予算に変更が見込まれる場合、柔軟に対応しますので、都度ご相談ください。 

 「いばらき子ども食堂応援募金」は、現在も募金活動中です。ぜひ募金活動にもご協力ください。 

 まずは、お気軽に事務局までお問い合わせください。あなたのチャレンジを応援します！ 

申請先 

認定 NPO 法人 茨城 NPO センター・コモンズ 

〒310-0031 茨城県水戸市大工町 1-2-3 トモスみと 4 階 みとしんビジネスセンター C-1 

電話：029-300-4321  FAX：029-300-4320  e メール：kodomo@npocommons.org 
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 2025年度いばらき子ども食堂応援助成の計画（案）

認定NPO法人 茨城NPOセンター・コモンズ

行

番号

1団体あた

りの助成額
件数 計

1 スタート助成 ¥100,000 3 ¥300,000

2 活動継続助成 ¥100,000 5 ¥500,000

3 活動発展助成 ¥200,000 5 ¥1,000,000

4 フードパントリー・  宅食応援助成 ¥300,000 3 ¥900,000

5 体験格差を埋める助成 ¥300,000 2 ¥600,000

6 地域ネットワーク団体助成 ¥500,000 2 ¥1,000,000

7 大賞 ¥700,000 1 ¥700,000

8 副賞 ¥300,000 1 ¥300,000

合計 22 ¥5,300,000

予算上限 ¥7,000,000

いばらき子ども食堂アワード

助成コース
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「公開ワ
ー
クショッ

プ 話そう！広めよ
う!

食べるだ
けじゃな

い!?  こども食
堂で起き

ているこ
と」

Q　参加してみたい！どうしたらいい？

A お近くの子ども食堂に直接、お問い合わせいただくか、以下までお問い合
わせください！最近では、SNSなどで発信する子ども食堂も増えていま
す。活動の様子などを確認いただけます。百聞は一見に如かず！参加者と
して子ども食堂を体験するのもおすすめです！

認定NPO法人茨城NPOセンター・コモンズ
 ☎029-300-4321(平日９時～17時)　 FAX029-300-4320   
 ✉kodomo@npocommons.org　

子ども食堂ってどんなところ？
Q&A

Q　子ども食堂とはなんですか？

主に市民のボランティアが主体となり、無料または低価格帯で子どもたち
などへ食事を提供するコミュニティの場です。
食事は、会食型だけではなく、テイクアウト形式や、宅食の他、フードド
ライブを行い、フードパントリーも併せて実施しているところもありま
す。学習支援や様々なレクリエーションなどを行うところもあるほか、子
どもやその親、ひとり暮らしの高齢者など、だれでも招く多世代交流型の
ところも多いです。

A

Q　茨城県には、子ども食堂はいくつあるの？

245の子ども食堂などがあります。「子どもたちのために、自分たちででき

ることをしよう」という地域の熱意で子ども食堂は広がっています！

※2025年4月時点

A

2024年度　子ども食堂公開ワークショップ 開催レポート

子
ど
も
た
ち
の
未
来
を
照
ら
す
、  

                
子
ど
も
食
堂
の
挑
戦    

県内の子ども食堂を訪問し、活動内容を
note(文章や画像、音声、動画を投稿す
るサイト)にて公開しています！設立を考
えている方、ボランティアしてみたい方
はぜひ、チェックしてください！

～  県内の子ども食堂を訪問して情報発信しています！  ～

Q　子ども食堂にはどんな役割があるの？

A 子ども一人でも安心して過ごせる場所であり、孤食など9つの「コ食」の
防止にもつながります。（コ食：孤食、子食、個食、固食、濃食、粉食、
小食、戸食、虚食）。また子育ての悩みや情報交換の場所にも…。地域の
支え合いにもつながる活動です。最近では高校生など学生が主体となった
子ども食堂もでき、社会参加の機会にもなっています。
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食の体験が生む子どもの成長

学
び

と

つ

な

が

り

を

生

む
場
所

、 
そ

れ

が

子
ど

も
食
堂

ami seedは阿見町を中心に家庭で余った食料を配布する

フードパントリーや子ども食堂「おにぎり食堂」、無料

塾、地域の居場所づくりなどの活動をしています。おに

ぎり食堂を始めたのは、無料塾に来る子どもたちの中

に、食に困っている子どもたちがいることを知ったのが

きっかけでした。

おにぎり食堂では子どもたちにも実際に料理を作っても

らっています。あるとき、小学校中学年くらいの男の子

が来てくれたことがありました。ちょうど梅干を使う料

理を作っていたので和える手伝いをしてもらいました。

ところが、いざ食べるときになって「梅干は嫌いだから

食べない」と言います。「自分で和えたんだから食べて

ごらん」と促すこと数回。しぶしぶ口にするとパッと目

が輝きました。あのときの顔は忘れられません。食べら

れないと思っていたものを、克服できたり、美味しく食

べる工夫を学んだり、子どもにとっての気づきがあった

のが嬉しかったです。

実は、私の育った家庭では母親が肉を使った料理が好き

ではなく、私自身ハンバーグを家で作れることを知らず

に育ちました。中学の調理実習で「ハンバーグなんてお

家でお母さんが作っているから珍しくないでしょう」と

いう教師の言葉に驚いたことを今でも覚えています。と

ころが、おにぎり食堂でハンバーグを作ったとき、たく

さんの子どもたちから「家で作れるの？」と聞かれたん

です。今の子どもたちに体験が不足していると感じまし

た。さまざまな体験は子どもにとって大切なものだと思

います。私は中学校の体験を通して調理師になろうと決

意しました。

子ども食堂が食事を提供するだけでなく、今まで自分が

できなかったことができるようになったり、将来の夢を

見つけたり、いろいろな可能性に繋がっていく場になれ

ばいいなと思っています。

ami seedは阿見町を中心に家庭で余った食料を配布する

フードパントリーや子ども食堂「おにぎり食堂」、無料

塾、地域の居場所づくりなどの活動をしています。おに

ぎり食堂を始めたのは、無料塾に来る子どもたちの中

に、食に困っている子どもたちがいることを知ったのが

きっかけでした。

おにぎり食堂では子どもたちにも実際に料理を作っても

らっています。あるとき、小学校中学年くらいの男の子

が来てくれたことがありました。ちょうど梅干を使う料

理を作っていたので和える手伝いをしてもらいました。

ところが、いざ食べるときになって「梅干は嫌いだから

食べない」と言います。「自分で和えたんだから食べて

ごらん」と促すこと数回。しぶしぶ口にするとパッと目

が輝きました。あのときの顔は忘れられません。食べら

れないと思っていたものを、克服できたり、美味しく食

べる工夫を学んだり、子どもにとっての気づきがあった

のが嬉しかったです。

実は、私の育った家庭では母親が肉を使った料理が好き

ではなく、私自身ハンバーグを家で作れることを知らず

に育ちました。中学の調理実習で「ハンバーグなんてお

家でお母さんが作っているから珍しくないでしょう」と

いう教師の言葉に驚いたことを今でも覚えています。と

ころが、おにぎり食堂でハンバーグを作ったとき、たく

さんの子どもたちから「家で作れるの？」と聞かれたん

です。今の子どもたちに体験が不足していると感じまし

た。さまざまな体験は子どもにとって大切なものだと思

います。私は中学校の体験を通して調理師になろうと決

意しました。

子ども食堂が食事を提供するだけでなく、今まで自分が

できなかったことができるようになったり、将来の夢を

見つけたり、いろいろな可能性に繋がっていく場になれ

ばいいなと思っています。

子どもたちとの出会いをきっかけに

手作りのハンバーグからの気づき

ami seed
林 久美子 さん

最近では料理教室を開催して食の大切さを伝

えています

一つひとつ丁寧に作られた手作りのお弁当。彩

りも味も満点のおいしさ！

本ワークショップでは、子ども食堂の運営者のみなさまに、1人

ずつ「活動して印象に残っているエピソード」を伺いました。

どのエピソードも、気づきがあったり、心が温まったりするも

のばかり。そのうちいくつかを抜粋してご紹介します。

https://ks10th.musubie.org/pref/ibaraki

全国こども食堂支援センター・むすびえが47都道府県で実施している『公開ワークショ

ップ　話そう！広めよう！食べるだけじゃない！？こども食堂で起きていること』、21

回目の開催地は茨城県。2024年11月11日、ザ・ヒロサワ・シティ会館分館1階集会室8号

で開催しました。

　茨城県には、245か所の子ども食堂があり（2025年4月現在）、新規開設も増加傾向に

ありますが、その広がりには地域差があります。今回、子ども食堂で起きている変化の

エピソードを共有することで、地域の住民や自治会、行政、企業などから子ども食堂へ

の連携を促したいという想いがありました。また、子ども食堂の設立、運営まではいか

なくとも何かしらの形でかかわりたいと思う人が、多様な参加の形があることを知り、

一歩踏み出すきっかけになればとの思いからワークショップを実施しました。

　登壇者のみなさまには、実際に子ども食堂で出会った人たちとの印象深いエピソード

を語っていただきながら、子ども食堂の価値について考えました。
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変わらなかった子どもが教えてくれたこと 高校生ボランティアが見つけた自分の未来

未来の子どもネットワークは、困難をかかえた子どもた

ちに特化した子ども食堂で、11年前に設立しました。現

在の登録者数は130～150人ほど。毎週月曜日から木曜日

までの夕方以降食事の提供と学習支援活動を行っていま

す。

これまでたくさんの子どもたちの変化を見てきました

が、特に印象に残っているのは、実は変化のなかった子

です。

その女の子は子ども食堂に小学5年生のときから来てい

ました。おもにトラブルを抱えたときだけ顔を出す子

で、進路を考えなくてはいけない中学2年生ころが一番

荒れていたように思います。あるとき、行方をくらまし

てしまった彼女を警察と一緒に一日中探しまわったこと

がありました。やっと見つけたときの彼女は赤ちゃんの

ように泣いていて、着ていた白いトレーナーも彼女の血

で染まっていました。赤色灯を光らせたパトカーが周り

を囲むその赤々とした光景が今でも目に焼き付いていま

す。実はこのとき、本人から警察に「笠井さんになら居

場所を教えていい」と連絡があったそうです。

子ども食堂が彼女にとって受け入れてもらえる最後の居

場所だったのではないかと思っています。行政と民間に

は役割があると思いますが、行政の手からこぼれ落ちて

いく子どもを、子ども食堂で掬っていきたいと思ってい

ます。

この女の子は、今では17歳になっています。最近は顔を

出さなくなりましたが、こんなに密にかかわって、こん

なに大人がそばにいたのに、変化がなかったのは初めて

でした。長く子どもに接していると、いつしか慣れてし

まって「この子はこうに違いない」と自分の見方で子ど

もを見てしまう傾向があります。彼女は慣れないことの

大切さを教えてくれたような気がしています。

ある女の子のSOS

認定NPO法人NGO未来の

子どもネットワーク

笠井 広子 さん

野菜たっぷりの炒め物とサラダ、おかわりする

子の姿も！

2023年11月に土浦わかもののまちプロジェクトを立ち上

げました。人口減少が進む中、土浦で若い人にもっと楽

しい思い出を作ってもらいたい、若い人の意見が反映さ

れるまちづくりをしたい、という想いで活動をしていま

す。私は普段教師の仕事をしているので、子どもたちに

「教えて育てる」ことを本業にしています。しかしいつ

も感じているのは、子どもたちが社会のことをあまりに

も知らないということです。子どもたちには、教えても

らったことを学ぶだけでなく、自ら社会と関わること

で、広く今の社会を知り、経験を通して成長してほし

い、そんな想いから子ども食堂の運営をしています。

当団体で運営する「放課後子ども食堂」は平日の夕方に

開催していますが、食事の提供も遊びに来た小学生の学

習支援を行うのもすべて高校生がボランティアで行って

います。子どもたちに勉強を教える高校生の中に、学校

の教室に入ることができない高校三年生の女の子がいま

した。1年前は積極的に参加する様子ではなかったので

すが、今では子どもたちとのかかわり方や勉強の教え方

も自分で考えて工夫し、中学生の進路相談まで受けるよ

うに。それからは主体的に動くようになり、慈善活動の

提案などもしてくれるようになりました。自分自身の進

路を考える時期には、「学校の先生になりたい」と教育

学部を志望。教師をしながらまちづくり活動をしている

私の姿を見てくれていたようで、子どもは大人の姿を見

て考え、成長していくのだと実感しました。

学校の教育はかかわれる人が限られていますが、本来子

どもは地域でいろいろな大人とかかわりながら成長して

いくものだと思います。子ども食堂には子どもやその保

護者、高齢者など幅広い世代が集います。たくさんの人

とコミュニケーションをとりながら、失敗も含めた学び

を経験できる場であってほしいと思います。

「教えて育てる」若い力への期待

土浦わかもののまちプロ

ジェクト

酒井 慶太 さん

簡単で作りやすいメニューを考えているそうで

す

「ただいま！」と元気な子どもたちを迎えるボ

ランティアの皆さん

男子高校生の姿も！学生同士協力しながら取り

組んでいます！

日々の成長を見守りサポート

慣れないことの大切さ
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地域やボランティアの支えで広がる活動 地域でママ同士がつながりあえる場づくり

鹿嶋市食育クラブわかばは、2007年に13人の農家のお嫁

さんでスタートし、地産地消や食育に関することを中心

に学校などで出前授業も行っています。毎月料理教室を

はじめてみると子どもたちがどんどん集まってきまし

た。コロナ前の2018年から子ども食堂をはじめました。

現在、ボランティアは30人ほど。最初は農家のお嫁さん

だけでしたが、今は、色々な人に関わっていただいて運

営しています。

子ども食堂の活動のはじめの頃は、メインとなるメンバ

ーが動くことが多かったですが、今はボランティアの皆

さん同士でアイデアを出し合い活動することが増えてき

ました。企業さんや近所の家庭菜園をしている方から食

材をいただくことも増えて、地域の皆さんに支えられな

がら活動しているなと思います。

コロナ以降、お弁当形式での活動、フードパントリーを

続けてきましたが、2024年から少しずつ会食型での食事

提供を再開しました。

会食型を再開した当初は、なかなか参加者が集まりませ

んでしたが、何度か参加してくれていた2人のお子さん

を持つママさんとお話をしたことをきっかけに、お友だ

ちに声かけをしてくれたり、服の譲渡会ではお洋服をも

ってきてくれたりとお友だちがお友だちを呼び少しずつ

参加者も増えてきました。

ボランティアメンバーの中には、読み聞かせのプロの方

や工作が得意なママさんがいるなど、得意技を持ってる

方がたくさんいます。活動を通して地域で眠っていた多

彩な人たちと出会うことができましたし、参加者やボラ

ンティアの皆さんにとっての居場所にもなっていると思

います。

食育活動から始まった子ども食堂

鹿嶋市食育クラブ
わかば

日向寺 恵美 さん

子ども食堂のほか、フードパントリーも開

催しています！

ボランティアの皆さんと支え合い活動を続

けています

ハレとケ
滝本 可南

さん

料理教室では、子どもたちが主役！調理から

後片付けもみんなで協力！

自家製の麹など、身体にいい食材選びを大切

にしているそうです

多様なボランティアの居場所にも

2022年に未就園児や不登校のお子さんを持つ親のおしゃ

べりができる場所をということで「食がまんなかのみん

なの居場所 ハレとケ」として活動をスタートしまし

た。

平日を中心に月3～5回程度敷地を開放した誰でも来られ

る居場所「ハレとケひろば」や、不登校の子をもつママ

のためのおしゃべり会、子どもたちが作る料理教室な

ど、毎月開催しています。

活動当初から参加してくれていた女の子（当時4年

生）。不登校で学校に行けていなかったそうです。その

女の子は、ダンスや動物が好きでちょっと偏食気味で食

べられるものが限られていて、飲食店に行っても食べら

れるものがないため、いつもお母さんがお弁当を作って

いたそうです。お母さんもお仕事が忙しいようで、大変

苦労されていたそうです。

活動の中で、食材の選び方、調味料は伝統的な作り方を

作るように心がけているのですが、そうした意識を知っ

たその子のお母さんさんが「どこで食材を買っている

の？」「どんな調味料を選んでいるの？」と質問をして

くるようになりました。同じように悩みを抱えたお母さ

んたちも相談や共有したりと、情報交換の場になり、お

母さん同士のつながりもできてきました。お母さん自身

の変化もあり、その女の子は、学校に行けるようにな

り、活動に参加することはなくなってしまい寂しい気持

ちもありますが、たまに会う機会もあって、女の子がす

ごく生き生きしていて、お母さんも嬉しそうで私まで嬉

しくなります。私たちの活動は、食を通じた居場所で、

みんなでごはんを作って「美味しい！」と感じる、みん

なで経験することで子どもたちの経験として積み重なっ

ていくので、食べる事は大切なことだなと思います。

食がまんなかの地域の居場所

体験しながら、食の大切さを学ぶ
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【開催概要】

「公開ワークショップ　話そう！広めよう！食べるだけじゃない！？こども食堂で起きていること」in 茨城

開催日：2024年11月11日（日）13:30-16:00

開催場所：ザ・ヒロサワ・シティ会館　分館1階集会室8号（茨城県水戸市）

主催：認定NPO法人茨城NPOセンター・コモンズ、社会福祉法人茨城県社会福祉協議会、全国こども食堂支

援センター・むすびえ 

登壇者：林久美子（ami seed/稲敷郡）、笠井広子（認定NPO法人NGO未来の子どもネットワーク/龍ケ崎

市）、日向寺恵美（鹿嶋市食育クラブわかば/鹿嶋市）、酒井慶太（土浦わかもののまちプロジェクト/土浦

市）、滝本可南（ハレとケ/坂東市）※子ども食堂五十音順

ファシリテーター：久米麻子（全国こども食堂支援センター・むすびえ）

登壇いただいた皆さま、ご参加いただいた皆さま、

ありがとうございました！

先生の教えず育てるという

コミュニケーションの手法が

すごいな、と思った。

子どもたちにやらせている

と、大人はアドバイスしたく

なってしまいそう。

公開ワークショップの様子

子ども食堂が手作り

することを教える場だ

というのが目からウ

ロコでした。

不登校の子が学校

には行けなくても子

ども食堂には行ける

のはなぜだろうと思

った。

子ども食堂の手伝いをした

いと思ってもなかなか踏み

込めない方もいると思う。

もっと気軽に参加できたら

いいと思う。

 参加者の声 
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これまでにご寄付いただいた方からのメッセージ

「子どもたちが平等に食事ができ、学べる環境がある社会になって欲しいです。直接お手

伝いすることは、今は難しいので寄付だけでもさせてください。」

「インターネットの記事で子ども食堂を利用する親子の記事をみて、2児の親でもある自分

に何かできることはないのかと考え、募金ができることを知りました。時間が許すなら実

際に現場での活動もとは思いますが現状中々難しいところもあり、僅かな金額ですが少し

でもお役に立てればと思います。」 　など多数のメッセージをいただいています。

 株式会社 ゆうちょ銀行 〇一九店（ゼロイチキユウ店） 当座 0046911（記号番号：00160-7-46911）

茨城 NPO センター・コモンズ（トクヒ）イハ゛ラキ゛エヌ ヒ゜ーオーセンター コモンス゛）     

株式会社 常陽銀行 本店営業部 普通 1978796 特定非営利活動法人 茨城 NPO センター・コモンズ    

代表 理事 横田 能洋（トクヒ）イハ゛ラキエヌヒ゜－オ－セン タ－ コモンス゛）                          
※ 匿名寄付を望まない場合、ご氏名、ご住所、連絡先、「いばらき子ども食堂応援募金」にご寄付されたことを、

コモンズに必ずお伝えください。税控除手続きに必要な領収書を送付します。                                                           

子ども食堂について詳し

く知りたい方はホームペ

ージへ▶▶　

県内の子ども食堂一覧！

身近な場所にあるかも？

▶▶

好きなこと経験を活かし

てボランティア参加

食品やお米、防災備蓄品、

物品などを寄付！
0201

年間を通して、野菜や果物、お米などの食品から観戦チケットやカプセルト

イなどの物品のマッチングや、ボランティアなど多種多様な寄贈仲介を行っ

ています。詳しくは、裏表紙の連絡先までお問い合わせください

 ご家庭や職場に残っている食品

（賞味期限内で安全・安心に食べ

られる未開封のもの）やお米、防

災備蓄品、食器類などを子ども食

堂にぜひご提供ください。

 寄贈いただける食品などの量が

多い場合、まずは当センターにご

相談ください。ご希望や条件など

をお伺いし、子ども食堂にマッチ

ングします。

子ども食堂の食品保管場

所や活動場所を貸与
03

 興味、関心、得意なこと、ご経験

を活かして活動できます。調理が

得意でなくても、食材や調理器具

の運び出し、子どもの話し相手、

遊び相手、宿題のサポート、送迎

や広報など、様々なかたちで子ど

も食堂の力になることができま

す。

  子ども食堂を寄付で応援しよう！  

 「いばらき子ども食堂応援募金」  

茨城県内の子ども食堂や学習支援など、子どもの居場所を資金的にサポート

することで、地域で子どもを支え、見守る仕組みの創設、継続を図ります。 

ご寄付の使途 

茨城県内の子ども食堂などの活動を広く支え

るため、消耗品費、旅費交通費、印刷製本費

など、その活動の設立、継続に必要な経費

を、使途を限定せずに充当します。

ご寄付の流れ

認定 NPO 法人 茨城 NPO センター・コモンズ

がご寄付を集約し、資金的サポートを必要と

する茨城県内の子ども食堂などに助成しま

す。ご寄付をいただいた都度助成を行うので

はなく、一定の ご寄付（助成原資）が集まっ

た段階で、助成を行います。 

ご寄付の方法
口座振込 � 事務所での現金手渡し � クレジット・カード（※） � クレジット・カード（毎
月決済）（※） � コンビニ払い（※） � ペイジー（※） 
※印のついた方法を選択される場合、下記よりお手続きをお願いいたします。
https://bokinchan3.com/npocommons/donation/bokin/page1.php

これまでにいただいたご寄付

寄付金額の下限、上限は特に

設けておりません。どなた様

でも、ご無理ない範囲で、ぜ

ひご支援ください。

寄付金額の目安は特に設けて

おりません。

（2025年3月末日現在）

地域の子ども食堂を支えてみませんか？

  　       子ども食堂の応援方法　     　　

寄付金や会費、生産者を

紹介して応援
04

市民による自発的な活動の子ども

食堂は、安定的な活動財源があま

りなく、参加費、助成金、寄付

金、賛助会費などを組み合わせて

運営しており、財源確保に困って

いるところも多くあります。資金

的サポートやご紹介いただくこと

も、子ども食堂にとって大きな力

となります。

オフィス、ご自宅の一角や倉庫、ご

親族の空き家など子ども食堂の食品

保管場所や活動場所としてお貸しく

ださい。

活動を知って、参加する05

 ほとんどの子ども食堂が、誰でも

参加することができます。まずは

活動を知って、子どもたちと一緒

にご飯を食べてみてください。
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「小児慢性特定疾病児童等自立支援事業」
小児慢性特定疾病にかかっているこどもの自立

を図るため、都道府県等が地域の実情に応じて相
談支援やこども同士の交流、就職支援などを実施
する事業。

KEYWORD

小児慢性特定疾病
「長期間にわたり症状が続く」、「生命に関わる

状況が長期間続く」、「症状や治療が長期間続いて
生活しづらい」、「長期間にわたって高額な医療費
の負担が続く」の４つ全てに当てはまるとされた
病気のこと。

KEYWORD

小児慢性特定疾病にかかっているこど
もが、その家庭において健やかに育てら
れるように、医療費の負担を軽くする制
度。18歳未満が対象だが、18歳になる
前から既にこの制度を利用している方は、
20歳になるまで延長が可能。

解 説 小児慢性特定疾病医療費
助成

イ　「こどもホスピス」に関する調査研究の
実施【こども家庭庁】
こども家庭庁では、「こども政策の新たな

推進体制に関する基本方針」（令和３年12月
21日閣議決定）において、「関係省庁と連携
しながら、小児がん患児等が家族や友人等と
安心して過ごすことができる環境の整備につ
いて検討を進める」とされていることを踏ま
え、いわゆる「こどもホスピス」に関する実
態把握及び課題整理を行う調査研究を実施
し、「こどもホスピス」の全国普及に向けた
検討を進めている。

こどもの貧困対策

（教育の支援）
ア　幼児教育・保育の無償化（後掲）【こども
家庭庁】
参照 	�第３章第１節ア

イ　生活困窮者自立支援制度、子どもの学習
支援・生活支援事業【厚生労働省】
厚生労働省では、貧困によってこどもの将

来が閉ざされることがないよう、こどもの将
来の自立を後押しするため、生活保護世帯を
含む生活困窮世帯のこどもとその保護者を対
象に、学習支援や生活習慣・育成環境の改善
に関する助言、進学や就労といった進路選択
に関する情報提供・助言、関係機関との連絡

調整など、きめ細かで包括的な支援を実施し
ている。

ウ　ひとり親家庭及び低所得子育て世帯のこ
どもの学習支援【こども家庭庁】
こども家庭庁では、放課後児童クラブなど

の終了後に基本的な生活習慣の習得支援や学
習支援を行う「こどもの生活・学習支援事
業」を拡充し、低所得子育て世帯などのこど
もも支援対象とした。また、令和5年度補正
予算において、長期休暇中に日数を増やして
学習支援を行った場合の費用を補助し、より
多くの学習支援の機会の提供を図るととも
に、大学等の受験料や模試費用の補助を行
い、進学に向けたチャレンジを後押しした。

第４節
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また、こどもの修学に必要な資金の貸付け
を行う「母子父子寡婦福祉資金貸付金」によ
る経済的支援を行ったほか、高等学校卒業程
度認定試験合格のための講座の受講費用の一
部を講座の受講開始時、受講修了時及び試験
合格時に支給する「ひとり親家庭高等学校卒
業程度認定試験合格支援事業」について、ひ
とり親家庭の負担割合の改善を図るととも
に、新たに通学する場合の補助を創設し、ひ
とり親家庭の学び直しを支援した。
参照 	�注目事例①　貧困の解消・貧困の連鎖

の防止に向けた学習支援

エ　高等教育費の負担軽減（後掲）【文部科
学省】
参照 	�第３章第１節エ

オ　義務教育段階の就学援助の実施【文部科
学省】
家庭の経済状況が厳しいこどもたちの保護

者に対して、各市町村が学用品費の給与など
を行う就学援助を実施している。そのうち、
要保護者に対する就学援助については、文部

科学省が２分の１を補助しており、2023年
度においては、中学校の「新入学児童生徒学
用品費等」の予算単価の引上げにより、国庫
補助の充実を図るとともに、就学援助の着実
な取組を支援した。

要保護者
ここでは、「生活保護法」（昭和25年法律第

144号）第６条第２項に規定する要保護者をいう。

KEYWORD

新入学児童生徒学用品費等
小学校又は中学校に入学する者が通常必要とす

る学用品費及び通学用品又はそれらの購入費のこ
と。

KEYWORD

カ　高校生等への修学支援による経済的負担
の軽減【文部科学省】
文部科学省では、全ての意志ある高校生等

が安心して教育を受けることができるよう、

「生活困窮者自立支援法」（平成25年法律
第105号）に基づき、福祉事務所設置自治体
の任意事業として実施されており、NPO等
に委託しての実施も可能。単にこどもに勉強

を教えるだけではなく、生活面・進路選択に
関する助言や世帯全体への支援も行うことに
より、学習・生活・保護者の養育に関する課
題に総合的に対応している。

解 説 「子どもの学習・生活支援事業」

2010年度に制度創設。当初は公立高等学
校授業料不徴収及び高等学校等就学支援金制
度として開始したが、2014年度に所得制限
を導入し就学支援金制度に統合。私立高校生
等への加算の拡充や「高校生等奨学給付金制

度」の創設などを行い、低所得層を中心に支
援を手厚くすることにより、教育の機会均等
を図った（その後の主な制度改正は上述のと
おり。）。

解 説 高等学校等就学支援金
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授業料に充てるための「高等学校等就学支援
金」を支給し、家庭の教育費負担軽減を図っ
ている。年収約910万円未満世帯を対象と
して年額11万8,800円（支給上限額）を支
給し、私立高等学校等に通う場合には、
2020年４月から、年収約590万円未満世帯
を対象として支給上限額を年額39万6,000
円まで引き上げた。2023年４月からは、制
度改正によって新たに創設した「家計急変支
援制度」による支援も行っている。

また、低所得世帯の授業料以外の教育費負
担を軽減するための「高校生等奨学給付金」
については、2014年度の制度創設以降、毎
年度、第１子の給付額を増額するなど、支援
の充実に努めている。

キ　進学準備給付金【厚生労働省】
厚生労働省では、生活保護世帯のこどもが

高等学校等を卒業し大学等に進学する際、新
生活の立上げ費用として進学準備給付金を支
給している。

ク　大学進学の際に住宅扶助を減額しない措
置【厚生労働省】
厚生労働省では、生活保護世帯のこどもの

大学等への進学を支援するため、自宅から大
学等に進学する者を世帯分離したときの住宅
扶助費の減額をしない措置を行っている。

ケ　高校中退者等への学習相談・学習支援等
の提供・実施【文部科学省】
文部科学省では、高校中退者等を対象に、

地域資源（高校、地域若者サポートステー
ション、ハローワーク等）を活用しながら社
会的自立を目指し、高等学校卒業程度の学力
を身に付けさせるための学習相談及び学習支
援並びに就労支援等を自治体において提供・
実施した。2023年度は６自治体で取組を実
施するとともに、事業の全国展開を見据え好
事例のノウハウ共有・横展開を図った。

コ　国立青少年教育振興機構における「青少
年の『自立する』力応援プロジェクト」を
通じた体験や遊びの機会の確保【文部科学
省】
独立行政法人国立青少年教育振興機構で

生活保護世帯、住民税非課税世帯（家計急
変世帯を含む。）の授業料以外の教育費負担
を軽減するために給付しているもの。国は都

道府県が給付に要した経費の一部を補助して
いる。

解 説 「高校生等奨学給付金」

生活保護世帯のこどもの大学等進学率は、
全世帯の進学率と比較して低い状況にあり、
貧困の連鎖を断ち切り、生活保護世帯のこど
もの自立を助けるためには、大学等への進学
を支援していくことが有効であると考えられ

る。このため、大学等に進学する者に対して
進学の際の新生活の立ち上げの費用として給
付金（入学に伴い転居する者は30万円、そ
の他の者は10万円）を支給している。

解 説 「進学準備給付金」
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は、経済的に困難な状況にあるこどもの自立
する力を養うための施策に取り組んでいる。
2023年度は、ひとり親家庭や児童養護施設
など、困難な環境にあるこどもが規則正しい
生活習慣や自立する力を身に付けることがで
きるよう、「生活・自立支援キャンプ」を49
事業実施し、1,452人が参加した。また、

「子どもゆめ基金」助成事業において、民間
団体が、困難な環境にあるこどもを対象とし
た体験活動等を行う場合、従来の助成事業で
は対象外とされている経費を助成対象とする
ことで、参加するこどもの経済的負担が軽減
されるよう措置を講じ、111件の活動を支援
した。

（生活の安定に資するための支援）
ア　円滑な食品アクセスの確保の推進【農林
水産省、内閣府、消費者庁、こども家庭
庁、厚生労働省】
こどもたちが十分かつ健康的な食事を毎日

とることができるよう、困窮している家庭・
こどもへの食品・食事支援の一環で、農林水
産省では、地域若者サポートステーションを
中心に、生産者、食品事業者、フードバン
ク、こども食堂などの地域の関係者が連携し
て円滑な食料提供に取り組む体制づくりや、
フードバンクやこども食堂等の新規立上げや
取組拡大への支援等を行っている。

また、関係省庁が連携し、円滑な食品アク
セスの確保に資する支援策を取りまとめ、周

知することにより、支援策の地域での積極的
な活用を図り、円滑な食品アクセスの確保に
向けた取組を全国に展開している。

イ　こどもの生活支援の強化【こども家庭
庁】
こども家庭庁では、令和５年度補正予算に

おいて、多様かつ複合的な困難を抱えるこど
もに対し、安心安全で気軽に立ち寄ることの
できる食事等の提供場所を設けるとともに、
支援を必要としているこどもを早期に発見
し、適切な支援につなげる仕組みなどをつく
ることを目的とした「地域こどもの生活支援
強化事業」を創設した。

ウ　ひとり親家庭に対する子育て・生活支援
【こども家庭庁】
こども家庭庁では、乳幼児や小学校に就学

するこどもを養育するひとり親家庭が就業上
の理由で帰宅時間が遅くなる場合などに定期
的に家庭生活支援員（ヘルパー）の派遣など
を行う「ひとり親家庭等日常生活支援事業」
や、ファイナンシャルプランナーなどの専門
家を活用した家計管理の講習会の開催、地域
の民間団体の活用による出張・訪問相談、同
行支援や継続的な見守り支援、ひとり親家庭
のこどもの基本的な生活習慣の習得・学習支
援や食事の提供等を行うことが可能な居場所
づくりなどを行う「ひとり親家庭等生活向上
事業」を実施している。このうち、「こども
の生活・学習支援事業」については、2023

非正規雇用の増加等により、低所得者層が
増加しつつあり、経済的理由により十分な食
品を入手できない者が増加している。また、
貧困等の状況にあるこどもたちに対しては、
フードバンクやこども食堂等による無償又は
安価で食品や食事を提供する取組も広がって

いる。しかし、地域によっては取り扱う食品
に偏りがあったり、フードチェーンがつな
がっていなかったりするなど地域の関係者の
個々の取組では解決が困難な状況もあるため、
円滑な食品アクセスの確保に向けた更なる取
組が求められている。

解 説 円滑な食品アクセスの確保に向けた取組の意義
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年度に新たに食事の提供にかかる費用の補助
を行うこととした。また、令和5年度補正予
算において、こども食堂やこども宅食などを
広域的に支援する民間団体の取組を支援する

「ひとり親家庭等のこどもの食事等支援事業」
を実施した。

また、母子・父子自立支援プログラムの策
定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んで
いる児童扶養手当受給者に対し、住居の借上
げに必要となる資金の償還免除付きの貸付け
を行う「ひとり親家庭住宅支援資金貸付」の
実施や、「母子父子寡婦福祉資金貸付金制度」
の生活資金貸付けについて、母子家庭の母や
父子家庭の父で、家計が急変した者を対象に
加えるなど、ひとり親家庭の生活の安定を
図った。

エ　生活困窮者自立支援制度【厚生労働省】
厚生労働省では、保護者への就労支援を始

め、子育て世帯を含めた経済的に困窮する世
帯の生活の安定に資するための支援として、
生活困窮者自立支援法に基づき、全国の福祉
事務所設置自治体に相談窓口（自立相談支援
機関）を設置し、複雑かつ多様な課題を背景
とする生活困窮者に対し、生活保護に至る前
の段階で、自立に向けた各種支援等を実施し
ている。また、地域の関係団体等と連携し、
協働して地域づくりを行いながら、生活困窮
者の早期発見や包括的な支援につなげてい
る。

自立相談支援機関では、生活と就労に関す
る支援員が、生活困窮者からの住まい、家計、
就労などに関する相談を受け、必要な情報の
提供や助言、関係機関との連携・連絡調整、
自立に向けた個別の支援プランの作成等の包
括的な支援を行っている。

具体的な支援に当たっては、本人の状況に
応じて生活困窮者自立支援制度の以下の事業
を活用するほか、必要に応じて関係機関・他
制度による支援等と連携している。
○住居確保給付金：

就職のために住居を確保する必要がある者
に対し、就職活動中に家賃相当額を原則３か
月、最大９か月支給する。
○就労準備支援事業：

生活リズムが崩れている、他者とコミュニ
ケーションを取ることが難しいなどの理由に
より直ちに一般就労を行うことが困難な者に
対し、日常生活自立に関する支援から一般就
労に向けた基礎能力・知識の習得まで一貫し
た支援を実施する。

○認定就労訓練事業：
認定を受けた社会福祉法人等の自主事業と

して、一般就労に就く上でまずは柔軟な働き
方をする必要がある者に対し、その者の状況
に応じた支援付き就労の機会を提供するとと
もに、就労に必要な能力向上のために必要な
訓練等を実施する。
○家計改善支援事業：

生活困窮者に対し、家計の状況の把握や家
計改善の意欲を高めることを支援する。
○一時生活支援事業：

住まいに困難を抱える生活困窮者に対し、
一時的な衣食住の提供や、地域で安定した生
活を送れるよう、一定期間の見守りや生活支
援を提供する。
○子どもの学習・生活支援事業：

単にこどもに勉強を教えるだけではなく、
生活面・進路選択に関する助言や世帯全体へ
の支援も行うことにより、学習・生活・保護
者の養育に関する課題に総合的に対応する。

解 説 自立相談支援機関での支援内容
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（保護者に対する職業生活の安定と
向上に資するための就労の支援）
ア　被保護者に対する就労支援【厚生労働省】

厚生労働省では、被保護者就労支援事業に
おいて、被保護者の就労支援に関する問題に
ついて、福祉事務所に配置された就労支援員
が被保護者の相談に応じ、必要な情報提供及
び助言を行っている。

また、被保護者就労準備支援事業におい
て、雇用による就業が著しく困難な被保護者
に対し、就労に必要な知識及び能力の向上の
ために必要な訓練を行っている。

イ　生活保護受給者等就労自立促進事業【厚
生労働省】
厚生労働省では、生活に困っている方や生

活保護を受けている方などが働けるように、
仕事を紹介するハローワークと生活を支える
市役所などが協力して支援している。

ウ　ひとり親家庭の就労支援【こども家庭庁】
こども家庭庁では、個々のひとり親家庭の

実情に応じて策定する自立支援プログラムの
対象者に、児童扶養手当の受給が見込まれる
者であって、離婚前から支援が必要なものを
対象に加えたほか、就業相談から就業情報の
提供等までの一貫した就業支援を実施する

「母子家庭等就業・自立支援事業」について、
在宅就業や各種訓練に必要な環境整備を図っ
た場合の補助事業を新設するとともに、一般
市等についても心理カウンセラーを配置した
場合の補助事業等を実施することとした。

また、ひとり親家庭の自立の促進を図るた
め、就職に結び付きやすい教育訓練講座など
を受講した際に受講料の一部を支給する「自
立支援教育訓練給付金」、看護師、保育士な
どのほか、短期間で取得可能な民間資格も含
め、就職に有利となる資格を取得するための
養成機関在学中の生活費の負担を軽減する

「高等職業訓練促進給付金」の支給などを実
施した。

地方公共団体に、母子・父子福祉団体等の
事業発注の機会の増大が図られるよう周知を
図り、予算の適正な使用に留意しつつ、優先
的に母子・父子福祉団体等から物品及び役務
を調達するよう努めた。

ひとり親の就業支援に積極的に取り組んで
いる企業の表彰を行った。

エ　希望する非正規雇用労働者の正規化【厚
生労働省】
厚生労働省では、有期雇用労働者、短時間

労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規
雇用労働者の企業内でのキャリアアップを促
進するため、正社員への転換の取組を実施し
た事業主に対して、「キャリアアップ助成金

（正社員化コース）」を支給している。
2023年度においては、支給額増額、対象

となる有期雇用労働者の雇用期間の制限緩
和、正社員転換制度の導入に係る加算措置の
新設及び職務、勤務地や労働時間が限定され
た多様な正社員制度の導入に係る加算措置の
拡充を実施した。

オ　マザーズハローワークにおける就労支援
【厚生労働省】
厚生労働省では、子育て中の女性等に対す

る就職支援を行うための専門支援窓口として
「マザーズハローワーク」、「マザーズコー
ナー」を設置している。キッズコーナー、ベ
ビーチェア等、こども連れで来所しやすい環
境を整備し、求職者の状況に応じた担当者制
によるきめ細かな就職支援を実施している。

「マザーズハローワーク」 
「マザーズコーナー」

マザーズハローワークは21か所、マザーズ
コーナーは185か所が設置されている（2024年
３月末時点）。仕事と子育てがしやすい求人の情
報を収集・提供するほか、再就職に役立つセミ
ナーを実施している。

KEYWORD
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カ　ハローワークにおける非正規雇用労働者
等への支援【厚生労働省】
厚生労働省では、正規雇用での就労を希望

する方へ、ハローワークにおいて担当者制に
よるきめ細かな就労支援を行っている。

キ　生活が困難な状態にある保護者を含む保
護者の就労支援に資する公的職業訓練の実
施【厚生労働省】
厚生労働省では、ハローワークの求職者の

うち、就職のために職業訓練が必要な者に対
して無料の公的職業訓練を実施し、希望する
仕事に就くために必要な職業スキルや知識等
の習得を支援している。また、母子家庭の母
及び父子家庭の父の特性に応じたコースを実
施するとともに、育児等で時間的制約のある
求職者も受けやすいよう、eラーニングコー
スや託児サービス付きの訓練コース等を実施
している。

ク　男性の育児休業取得支援等を通じた「共
働き・共育て」の推進（後掲）【厚生労働省】
参照 	�第３章第３節ア

ケ　育児期を通じたニーズに応じた柔軟な働
き方の促進（後掲）【厚生労働省】
参照 	�第３章第３節イ

コ　長時間労働の是正（後掲）【厚生労働省】
参照 	�第３章第３節ウ

サ　ひとり親支援ポータルサイトの開設・充
実【こども家庭庁】
こども家庭庁では、ひとり親家庭などが活

用できる支援施策や地方公共団体における取
組状況、地域で活動しているひとり親家庭の
支援団体や、ひとり親の雇用に理解のある企
業等の情報などを分かりやすくまとめた特設
サイトの作成に向けて、「ひとり親家庭に対
する就業支援プラットホーム構築事業」を実
施した。

（経済的支援）
ア　ひとり親家庭への経済的支援【こども家
庭庁】
こども家庭庁では、ひとり親家庭などの生活

の安定と自立の促進に寄与するため、児童扶
養手当を支給するほか、ひとり親家庭などの生
活やこどもの修学に必要な資金などの貸付け
を行う「母子父子寡婦福祉資金貸付金」によ
る経済的支援を行っている。また、食費の物価
高騰などに直面する低所得の子育て世帯に対
し、その実情を踏まえた生活の支援を行う観
点から、「低所得の子育て世帯に対する子育て
世帯生活支援特別給付金」の支給を実施した。

イ　親子交流支援・養育費確保支援【こども
家庭庁】
こども家庭庁では、養育費や親子交流の取

決めを促進する観点から、離婚協議の前後か
ら、父母がこどもの福祉を念頭において離婚
後の生活などを考えるための「親支援講座」
の開催や情報提供を行う「離婚前後親支援モ
デル事業」を実施した。

また、「養育費等相談支援センター」や地
方公共団体における養育費に関する相談支援
について、SNS等の多様な方法での提供や、
身近な地域での伴走型の支援、弁護士等によ
る専門的な相談等を更に充実・強化するとと
もに、関係部署の連携強化を含めた地方公共
団体の先駆的な取組への支援を実施した。

ウ　義務教育段階の就学援助の実施（再掲）
【文部科学省】
参照 	�第１章第４節（教育の支援）オ

エ　高校生等への修学支援による経済的負担
の軽減（再掲）【文部科学省】
参照 	�第１章第４節（教育の支援）カ

オ　高等教育費の負担軽減（後掲）【文部科
学省】
参照 	�第３章第１節エ
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（必要な支援を促す取組）
ア　相談支援体制の強化【こども家庭庁】

こども家庭庁では、地方公共団体の相談窓
口に就業支援専門員を配置することで就業支
援の専門性と体制を確保するとともに、母
子・父子自立支援員が弁護士や臨床心理士等
の専門職種のバックアップを受けながら相談
支援を行える体制づくりに必要な費用の補助
などを行う「ひとり親家庭への総合的な支援
のための相談窓口の強化事業」を拡充し、新
たに同行支援や継続的な見守り支援等を行う
ための体制づくりに必要な費用の補助を行う
こととした。

また、令和５年度補正予算において、
チャットボットによる相談への自動応答や支
援制度・担当窓口の案内、関係部署との情報
共有システムの構築など、IT機器の活用を
始めとした相談機能強化を図る「ひとり親家
庭等に対するワンストップ相談体制強化事
業」を実施した。

イ　地域におけるこども・若者支援のための
体制整備【こども家庭庁】
こども家庭庁では、学校を含む様々な関係

機関等が連携し、社会生活を円滑に営む上で
の困難を有するこども・若者に対する支援を
効果的かつ円滑に実施するため、「子ども・
若者支援地域協議会」の設置を促進してい
る。各地方公共団体における「子ども・若者

支援地域協議会」の整備・機能向上を推進す
るため、「地域におけるこども・若者支援体
制の整備推進事業」において、アドバイザー
の派遣や研修の開催に対する支援を実施して
いる。

ウ　虐待・貧困により孤立し様々な困難に直
面する学生等へのアウトリーチ支援【こど
も家庭庁】
親からの虐待や貧困家庭であることに起因

して孤立してしまう学生等は、生活基盤がぜ
い弱であること等により、生活困窮や、心身
の不調等の様々な困難に直面することがあ
る。そのため、こども家庭庁では、様々な困
難に直面する学生等に対し、寄付等に基づく
生活物資をアウトリーチ型で届けるととも
に、必要な相談支援につなげる事業を2024
年度から実施することとしている。

エ　アウトリーチ支援・宅食事業による見守
り体制の強化【こども家庭庁】
児童虐待の未然防止、早期発見のため、

様々な地域のネットワークを総動員して地域
の見守り体制の強化を図ることが必要であ
る。このため、こども家庭庁では、市町村の

「要保護児童対策地域協議会」を中核として、
こどもへの宅食等の支援を行う民間団体等が
支援を必要とするこども等の居宅を訪問する
などして状況の把握や食事の提供等を通じた
見守りを実施し、支援ニーズの高いこども等

いじめ、不登校、ひきこもり、孤独・孤立、
非行といった社会生活を円滑に営む上での困
難を有するこども・若者の支援に当たっては、
年齢階層で途切れることなく、継続した支援
を行う「縦のネットワーク」と、教育、福祉、
雇用など、地域における関係機関や民間団体
等が密に連携する「横のネットワーク」を機

能させることが重要である。「子ども・若者
育成支援推進法」（平成21年法律第71号）
において、地方公共団体に、関係機関等が行
う支援を組み合わせることにより、その効果
的かつ円滑な実施を図るための仕組みである

「子ども・若者支援地域協議会」の設置の努
力義務を課している。

解 説 「子ども・若者支援地域協議会」
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を把握し、支援につなげる体制の強化を図っ
ている。

（こどもの貧困に対する社会の理解
促進）
ア　官公民の連携プロジェクト・国民運動の
展開【こども家庭庁】
こども家庭庁では、こどもの貧困対策が国

を挙げて推進されるよう、官公民の連携・協
働プロジェクトである「こどもの未来応援国
民運動」に取り組んでいる。また、国や地方
公共団体の支援策や各地の支援団体の活動情
報などをこどもの未来応援国民運動ホーム
ページなどにより発信するとともに、「こど
もの未来応援基金」によるNPO等支援団体
への活動資金の支援、民間企業と支援を必要
とするNPO等支援団体のマッチングなどの
更なる展開を図った。
参照	 �注目事例①　貧困の解消・貧困の連鎖

の防止に向けた学習支援
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ひとり親世帯の21.1％、こどもがある世帯の12.1％が、食料が買えない経験をしたこと
があるとされている（国立社会保障・人口問題研究所「生活と支え合いに関する調査」（2022
年）を基に、こども家庭庁において算出。）など、貧困によって、日々の食事に困っている
こどもがいる。このため、こども食堂、こども宅食、フードバンク等を広域的に支援する民
間団体の取組への支援などを通じて、こどもの貧困の解消に取り組んでいる。
また、生活に困窮している家庭のこどもたちが、学習の機会を十分に得られない、あるい
は、進学を諦めざるを得ない実情がある。現に、ひとり親家庭のこどもの大学等の進学率
（高等学校卒業後）は65.3％（こども家庭庁「令和３年度全国ひとり親世帯等調査」）、生活
保護世帯に属するこどもの大学等進学率は39.9％（厚生労働省調べ（2021年））となって
おり、全般的な大学等進学率83.8％（文部科学省「学校基本調査」（2021年））と比較して
低い水準にある。
このため、こどもの学習する機会を確保し、必要な支援につなげる学習支援を実施してい
る。学習支援は、こどもたちの現在の困難を解消するとともに、将来の貧困の連鎖を断ち切
る取組であり、ここでは、２つの学習支援の施策について紹介する。

こどもの生活・学習支援事業
「こどもの生活・学習支援事業」では、ひとり親家庭や低所得子育て家庭のこどもに対し、

図表2-1-24 「こどもの未来応援基金」の仕組み

貧困の解消・貧困の連鎖の防止 
に向けた学習支援注目事例①
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児童館・公民館・民家やこども食堂等において、悩み相談を行いながら、基本的な生活習慣
の習得支援や学習支援等を行っている。
また、令和５年度補正予算においては、進学に向けたチャンレンジを後押しするため、経済
的課題を抱えるひとり親家庭等のこどもに対して、受験料や模試費用の補助を行うほか、長期
休暇の学習支援を行う自治体に対する補助費用の加算を行うなど、事業を強化した。

こどもの未来応援基金
こどもが抱えている貧困の状況は多様か
つ、見えにくいことから、貧困の状況にあ
る家庭やこどもへ、必要な支援を届けるた
めには、社会全体で取り組む必要がある。
このため、2015年から、支援を希望する
企業や個人と、草の根でこどもたちを支え
ているNPOなどの団体を結び付け、国や自
治体が行う施策を促進させる、「こどもの未
来応援国民運動」に取り組んでいる。
その取組の一つである「こどもの未来応
援基金」では、企業や個人から広く寄付を
募り、集まった寄付は貧困の状況にある家
庭やこどもを支援する団体の活動資金とし
て提供されている。
香川県高松市にあるNPO法人「まんまる
サポート」では、「こどもの未来応援基金」
を通じて、不登校やひとり親家庭のこども
など、学校や家庭以外の場所での支援が必
要なこどもを対象に、学習支援を行った。
継続した支援により、参加したこどもに
は、「学習に対する集中力が向上した」、「こ
れまで自分だけの力ではできなかった宿題
をやり遂げることができ、自信をもって登
校できるようになった」などの変化が見ら
れ、「志望校に合格し、進学の夢をかなえる
ことができた」と喜ぶこどももいた。
経済的な困難を抱えた家庭の中学生を対
象に学習支援を行う、山梨県にあるNPO法
人「子ども・教育と貧困問題を考える会」
では、「こどもの未来応援基金」を通じて、
無料の学習塾を開設し、年間175回の学習
支援を行った。支援を受けた中学３年生の
多くは希望の高校に進学することができた。
今後も、政府として、草の根で活動する
団体の支援を通じて、こどもの未来を応援
する取組を推進していく。

図表2-1-25 「まんまるサポート」での 
学習支援の様子

図表2-1-26 「子ども教育と貧困問題を考
える会」での学習支援の様子
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（４）こどもの貧困率 

  貧困状態を示す指標の一つとして、相対的貧困率があります。これは、貧困線※3を下回る所得※4と 

なる者の割合のことで、こどもの貧困率とは、17歳以下のこども全体に占める「所得が貧困線に満た 

ないこども」の割合を言います。 

  1985 年以降、日本のこどもの貧困率は上昇傾向にありましたが、2012 年に 16.3％となって以降は 

改善傾向にあり、2021 年には 11.5％となっています。 

  また、こどもがいる現役世帯のうち大人が一人の世帯の貧困率は 44.5％と、ひとり親世帯における 

貧困率は高い水準にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「国民生活基礎調査の概況（2022 年）」 

 

（５）こどもの進学率 

 こどもの進学率に関する各調査結果を見ると、中学校卒業後の進学に関しては、「生活保護世帯」、 

「ひとり親世帯」及び「全体」のいずれにおいても９割以上が進学を選択しているものの、高等学校 

等卒業後の進学率と比較すると、生活保護世帯において進学を選択する割合がより低くなっているこ 

とが分かります。また、本県の生活保護世帯においては、さらにその傾向が顕著に表れています。 

 一方で、生活保護世帯における高等学校等の中途退学率は、全国よりも本県の方が低い傾向となっ 

ています。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※3 等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯人員の平方

根で割って調整した所得）の中央値の半分の額を示したもの。2021 年時点の貧困線は 127 万円。 
※4 特に注記がない場合、本章における「所得」は「等価可処分所得」を指す。 
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  図ります。 

 

（３）障害児支援・医療的ケア児等への支援 

  ①障害児への支援 

   乳幼児期に障害が発見されたこどもに関し、医療機関と行政機関（児童福祉・母子保健・教育）・

療育関係機関との連携を深め、早期から子育て支援を行い、０歳からの療育が可能となるよう努め

ます。 

また、早期発見から療育へスムーズにつなぐため、市町村をはじめとする関係機関における療育

に関する情報の共有に努めます。 

 

  ②医療的ケア児への支援 

   医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関 

の協議の場を設置し、連携促進に努めます。 

   また、医療型短期入所施設等の開設支援等により受け入れ環境を整備するとともに、在宅で介護 

を行う家族の負担軽減に取り組みます。 

 

 

Ⅲ こどもの貧困の解消に向けた対策 

１ 現状と課題 

○ 日本のこどもの貧困率は 2021 年時点で 11.5％となっており、改善傾向が見られるものの、ひと 

り親世帯における貧困率は 44.5％と依然として高い水準にあります。 

 

○ こどもの貧困問題は、様々な社会的要因が絡み合って発生するものであるため、こどもの貧困の 

 解消に向けた対策として各種施策に着目した上で、総合的に推進していく必要があります。 

 

○ また、こどもの貧困の解消に向けた対策を推進するには、こどもだけでなく、こどもを養育する 

 保護者に対しても十分な支援を行うことが重要です。特にひとり親世帯については、経済的な貧困 

だけでなく、仕事と子育てを一手に担わざるを得ない「時間の貧困」にも陥りやすいことから、幅 

広い支援が必要となります。 

 

２ 主な取組 

（１）教育の支援 

①生活困窮世帯等への学習支援 

生活困窮世帯のこどもが、経済状況等にかかわらず必要な教育を受けることができるよう、学習 

支援の充実を図ります。 

 

②学校における総合的な教育支援 

学習に関する支援に加え、スクールソーシャルワーカーの派遣等、学校における相談・連携体制 

などを整備します。 
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③就学支援の充実 

こどもの就学に必要な学費や、その他の必要な費用について、各種給付金等により経済的に支援 

  し、併せて、奨学金の貸付や、生活困窮世帯向けの給付を実施します。 

 

④多様な教育機会の確保 

こどもたちの状況を把握して必要な支援につなげ、教育機会を確保するために、学習相談及び進 

  路相談等による支援の充実を目指します。 

また、日本語指導教室への教員の配置や研修会の開催等を通して、日本語指導を必要とする帰国・ 

外国人児童生徒の日本語指導教育の指導体制の改善充実を図ります。 

 

（２）生活の安定に資するための支援 

①保護者への生活支援 

生活に困窮する家庭の保護者が自立し、孤立することなく安定した生活基盤を築けるよう、保護 

者への相談支援や保育サービスに関する支援等を実施するとともに、併せて妊産婦などに対する支 

援や住宅に関する各種支援を推進します。 

 

②生活支援体制の整備・充実 

生活に困窮する家庭を支援するために、相談対応や自立支援等の充実を図ることで、生活を支援 

する体制を整備します。 

また、こども食堂に関する総合相談窓口を設置し、こども食堂の立ち上げや活動の継続を支援す 

ることで、地域でこどもを支え、見守る仕組みを創設し、こどもの居場所の確保に努めます。 

 

（３）保護者等への就労支援 

①保護者の就労機会の確保 

各種相談支援事業の実施により就労を支援します。また、生活困窮者向けの給付金の支給、再就 

職希望者向けの就職面接会の開催などを実施することで、貧困に直面しやすく、社会的に不利な立 

場にある者への支援を充実させます。 

 

②保護者の就労のための学び直しに関する支援 

再就職を目指す方向けに、学び直し等、就労に必要な能力の向上に関する取組を充実させること 

で、就労を支援します。 

 また、ひとり親家庭を対象とした、就職に有利な資格を取得することを支援する高等職業訓練促 

進給付金の支給等の取組を充実させることで、ひとり親の自立を支援します。 

 

③保護者の就労後の職業生活に関する支援 

安定した職業に就いたこと等により、生活保護を必要としなくなった者に対して就労自立給付金 

を支給する等、就労後の負担を軽減します。また、単に職を得るにとどまらず、所得の増大に資す 

るとともに、仕事と両立して安心してこどもを育てられる適切な労働環境を確保できるよう、支援 

の充実を図ります。 
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④こどもへの就労支援 

就職相談や、面接会等により就職機会を提供し、併せて関係機関と連携してこどもの就労支援を 

実施することで、社会的な自立を支援します。 

 

（４）経済的支援 

①児童扶養手当の支給 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し、こどもの健やかな成長を図るため、児童扶養手 

当を支給します。 

 

②生活福祉資金や母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付け 

 低所得世帯やひとり親家庭等に対して、無利子・低利で高等学校・大学等に就学するための費用 

や生活に必要な費用などを貸付けることで、経済的な自立を支援します。 

 

③生活保護による教育扶助等 

生活保護による教育扶助として、教材代、通学のための交通費、学校給食費等義務教育に必要な 

費用を支給します。また、高等学校等に就学し、卒業することが生活保護世帯の自立助長に効果的 

であると認められる場合に、高等学校等就学費を認定し、支給します。 

 

④医療費の助成 

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、小児やひとり親家庭の患者負担分を公費により一部助 

成します。また、小児慢性特定疾病により長期にわたり療養を必要とするこどもの医療費を助成し 

ます。 

 

⑤養育費相談員による支援 

養育費相談員を母子・父子福祉センターに配置し、ひとり親家庭等に対して養育費の取決めや不 

払いについての相談に応じます。 

 

Ⅳ 児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援  

１ 現状と課題 

○ 本県の児童相談所における相談対応件数は、2023年度は全相談件数が対前年比で約0.6％減の 

7,775件となり、そのうち虐待相談が4,134件と全体の約53％を占めています。 

特に虐待相談については、複雑化、困難化した事案が増加し、一時保護や法的対応等が必要とな 

る事案も増えていることから、それらの事案に迅速かつ適切な対応を図るため、引き続き、児童相 

談所の体制強化が必要です。 

 

○ 全国の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は年々増加し、2022年度については、214,843 

件と過去最多となりました。 

児童虐待は、こどもの心身に深い傷を残し、成長した後においても影響が認められることから、 

どのような背景、思想信条があっても許されるものではありません。 

  一方で、虐待を行った保護者にも自らの被虐待経験や、貧困、疾病、障害等の様々な困難が背景
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